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第 4 回目 動画の花

第 1 回目 動画より

前号でテレワーク体制を整えたことをお伝

えしましたが、4 月、5 月はこれを実践する

ことになってしまいました。郵便物への対応

があるので、徒歩で事務所に行けると言って

くれた秘書さんに週 2 度、事務所で勤務し

てもらいましたが、ほかの全員、どうしても

対面会議が必要な場合を除き、自宅勤務とな

りました。

自宅のデスクは奥行きがないので、モニタ

ー画面が近く、目が疲れるのと、何せ歩かな

いので、膝が痛くなるのが私には大問題で

したが、おうちヨガなどを朝晩なるべく頑

張るのと、ちょうどバラの季節なので、庭

から切ってくるバラを自分のデスクに飾っ

て、姿と香りを楽しみながら、日々の仕事を

続けております。事務所のみんなとの毎日

のやり取りは、Teams で作業状況をお互い

にチェックしたり、健康状態を確認したり

しています。外部の方との会議は、Zoom や

Teams で行います。セキュリティについて

いろいろ言われますが、米国東海岸、ロンド

ン、大阪、京都をつないでもほとんどストレ

スのない Zoom には、驚くばかりです。今

後 telephone conference 等のサービスもな

くなって、Web 会議に集約されていくよう

に思います。

私も何かお役に立つ情報をお伝えできない

か、皆さんも私と同じようにテレワークで

目が疲れたと思っている方も多いかと、コ

ロナ禍への企業の対応を考える 10 分動画を

4 回シリーズで作成し、配信いたしました。

ちょっと性能の良い集音マイクを買い込み、

ライトも少し当てて、Web 会議で映えるメ

イク（努力はしましたが、成果は…）で整え、

背景に映りそうなところには、お花だけを

置いて自撮りで収録します。自宅で仕事を

してくれている職員の皆さんに動画を送り、

若先生はパワーポイント資料を撮影開始か

ら何分何秒のところに挿入したらよいかな

どのチェックをしてくれ、職員の皆さんが

適宜、私を大写しにしたり、小窓で映した

りしてくれます。最初と最後にはフリーで

使える音楽までつけてくれて完成です。

2 人に編集をしてもらったのですが、それ

ぞれの個性が出て、映画や、ドラマでも監

督さんやディレクターさんが制作者なんだ

と感じ入った次第です。10 分の動画を一人

部屋で撮ったのですが、結構体力が必要で、

自分で NG を出しながら数回収録するとへと

へとになりました。YouTuber さんたちを尊

敬するテレワークの毎日でした。
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1. はじめに
労働者が多様な働き方を選択できる社

会の実現を狙いとした働き方改革を推進

するための関係法律の整備に関する法律

（平成 30 年法律第 71 号）（以下、働き

方改革関連法といいます）が 2018 年 6

月 29 日に成立してから、はや 2 年経過

しようとしています。

働き方改革関連法は 1 つの法律では

なく、労働基準法、パートタイム労働法

などの労働関係法令を改正するものです

が、同法の概要においては、労働者がそ

れぞれの事情に応じた多様な働き方を選

択できる社会を実現する働き方改革を総

合的に推進することを目的として、①働

き方改革の総合的かつ継続的な推進、②

長時間労働等の是正、多様で柔軟な働き

方の実現、③雇用形態にかかわらない公

正な待遇の確保を 3 つの柱とすること、

が掲げられています ※1。この②の多様

で柔軟な働き方を実現する手段として、

テレワーク ※2 という手段が着目されて

いました。本稿では働き方改革が期待し

たテレワークとはどういうものであった

か、コロナ禍により結果としてテレワー

クが浸透したことで、昨今、いくつかの

企業が導入を検討している「ジョブ型」

雇用について、その導入にあたっての留

意点について検討したいと思います。

2. 働き方改革が期待した
　 テレワークとは

働き方改革関連法の成立前に、政府主

導の働き方改革実現会議が決定した「働

き方改革実行計画」の中では、働き方改

革の実現に向けた 9 つの検討テーマの 1

つとして「柔軟な働き方がしやすい環境

整備」が掲げられ、そこでは、テレワー

クは、時間や空間の制約にとらわれるこ

となく働くことができるため、子育て、

介護と仕事の両立の手段となり、多様な

人材の能力発揮が可能となると掲げられ

ています ※3。

働き方改革が主眼としたのは、上述の

ような時間、場所に拘束される働き方が

できなかった層にも参加しやすい労働環

境を作るという点にありますが、結果とし

てはその導入は進んでいませんでした ※4。

このように導入が進まなかった背景には、

テレワークは、勤務時間管理が困難であり、

企業としても、平時に導入することによる

費用対効果を考えると規模の大きい余裕

のある大企業を除けば、なかなか、導入

に前向きにはなれなかったものと考えられ

ます。他方で、コロナ禍により、テレワー

クが難しい職種を除けば、少なくともオ

フィスワークの従業員に対するテレワーク

（在宅勤務）の導入は、緊急事態宣言を受

けての外出自粛要請に伴い、まさに非常

時の企業の事業継続性の確保のため、緊

急的に大きく進みました。

3.「ジョブ型」雇用の導入について
当初の働き方改革関連法が想定しない

形で、結果として在宅勤務という形態が

広がることになりましたが、在宅勤務制

を採用する場合の課題は勤務時間管理の

困難性です。この点について、いくつか

の企業では、新型コロナウイルスの収束

後も在宅勤務を続け、働きぶりが見えに

くい在宅でも生産性が落ちないよう職務

を明確にする「ジョブ型」雇用を本格的

に導入することが検討されています。こ

こでいう「ジョブ型」雇用というのは、

明確に行うべき職務が与えられ、それが

達成された成果やスキルに応じて給与額

が決まるというものです。確かに勤務時

間でなく成果で評価する制度であれば、

在宅勤務において、労働時間を管理する

必要性も少なくなります。

このような自己管理型の労働者を想定

した成果主義的な制度については、実際

に上述の働き方改革関連法による労働基

準法の改正の 1 つである高度プロフェッ

ショナル労働制（労基法41条の2第1項）

が存在しています。

この制度においては、所定外労働につ

いての割増賃金支払が不要となるため、

賃金面で労働者の不利益となる可能性が

あることから、当該業務が高度に専門的

なものであって労働時間を拘束すること

が労働者の能力発揮の妨げとなること

や、割増賃金不払を補ってあまりある経

済的待遇が与えられることが同制度が妥

当性を持つ理由となります。

そうだとすれば、上述のような前提が

認められない中で、テレワークによる労働

時間管理の困難性という理由のみをもっ

て、自己管理型の労働者を想定した成果

主義的な制度を取り入れることはできませ

ん。現在雇用関係にある従業員との間で

は、職務を与えての雇用とはなっておらず、

そのような中で、高度プロフェッショナル

労働制等の制度を適用することなく労働

時間管理を完全になくすということはでき

ないと思われます。

4.「ジョブ型」雇用の
　  導入にあたっての留意点

既存の職務無限定の正社員について、

「ジョブ型」雇用による正社員 ※5 とする

ため、従来の勤続年数による年功序列型

の賃金体系を成果主義的な賃金制度に変

更するのだとすれば、労働者によっては、

賃金額が大幅に減額する場合もあり得、

労働条件の不利益変更に該当する可能性

があり ※6、対象となる労働者との間で

個別に同意するか、就業規則の変更（労

働契約法 10 条）または労働協約による

変更が必要となります。労働契約法 10

条は、労働者の同意の有無にかかわらず

就業規則を変更できるのは、変更後の就

業規則を労働者に周知させ、かつ、就業

規則の変更が、変更の必要性、変更内容

の相当性等を考慮して合理的な場合で、

労働者と使用者が当該労働条件について

就業規則の変更によって変更できない旨

の特別の合意をしていない必要があり、

その変更内容によっては、その合理性が

否定されるリスクもあります。

したがって、「ジョブ型」雇用を導入

するとしても、まずは対象となる労働者

との間で個別に同意を検討し、同意を得

るにあたっても、仕事の内容の決定、仕

事の成果の判断は誰が行い、どのような

基準に基づいて行われるのか、仕事内容

の変更の可能性や就業場所としてテレワ

ークを認めるのであれば、テレワーク時

テレワークに伴う「ジョブ型」雇用の導入
事件ファイルより
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1 はじめに
本年 2 月 28 日、知財高裁が、特許法

102 条 1 項に基づく損害算定方法につ

いての大合議判決（以下「本判決」とい

います）を下しました。本判決は、昨年

の同条 2 項及び 3 項に基づく損害算定

についての知財高裁大合議判決 ※1 に続

く重要な判示であり、今後の実務に大き

な影響を与えるものと考えられます。

本判決では、特許法 102 条 1 項を巡

る多くの論点への判断が下されています

が、紙面の関係上、本稿では、本判決と

原審判決 ※2 との損害額の差異に大きく

影響したと考えられる、特許発明が製品

の一部にのみ実施される場合の損害算定

の判示について述べることとします。

  

2 事件の経緯 
控訴人（原審原告）は、美容器（いわ

ゆる「美顔ローラー」）に関する特許権

（特許第 5356625 号等、以下「本件特許」

といいます）を有していました。控訴人

は、被控訴人（原審被告）が本件特許を

侵害する製品を販売しているとして、特

許権侵害を理由にその差止めや損害賠償

を求めました。

原審判決は、特許権侵害を認めつつ、

特許法 102 条 1 項 ※3 に基づく損害算定

量の販売は困難であった場合、同数量の

「販売ができない事情」があるとして、

当該事情に相当する金額が推定額から控

除されます。

ただ、本件のように、特許の特徴部分

が製品の一部にのみ実施されるという事

情がある場合、条文上からは、どの要件

の下で当該事情を考慮すべきかは必ずし

も明らかではありませんでした。この

点、主な考え方として、当該事情を特許

法 102 条 1 項の「単位数量あたりの利

益の額」の算定にあたり考慮する説（本

文説）、同項但書きの「販売ができない

事情」として考慮する説（但書説）、そ

れらいずれとも異なり民法 709 条の因

果関係の問題として別途考慮する説（民

法709条説）の3つに分かれていました。

なお、特許法 102 条 1 項は、令和元

年特許法改正により改正されましたが、

本判決の判示は改正後の条文にも妥当し

得るものと考えます。

（2）知財高裁による損害の算定方法
まず、知財高裁は、本件特許が製品の

一部にのみ実施されるという事情がある

場合でも、製品販売による特許権者の限

界利益の全額が逸失利益として事実上推

定されると判示しました。ただし、本件

特許が利益の全てに貢献しているわけで

特許発明が製品の一部にのみ実施される場合の
特許法102条1項に基づく損害算定
― 「美容器」事件 知財高裁大合議判決 ―

最近の判例から

の始業時間・終業時間・休憩時間・超過

労働時間の管理を従業員に任せつつ、こ

れらの時間を把握する方法（始業・終業

時にメールで通知する、または自身で労

働時間を記録し、報告してもらう）等、

その中身については、細かな点を含めて

労使間で十分に話し合い決めるべき必要

があると考えられます。

5. テレワークをいきなり成果と
　 結びつけない

少なくとも新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）のワクチンや有効な治療薬

が開発、普及されるまでは、従業員の安

全配慮義務を超え、社会の一員として、

感染者を増やさないという観点でもテレ

ワークを考える必要があるでしょう。テ

レワークの方が成果が上がるからという

のではなく、社会から必要とされている

からテレワークを続けるのであって、そ

の中で、時間管理の工夫、成果を上げる

工夫を労使間で作り上げていくという視

点が必要ではないでしょうか。

※ 4：�総務省『平成 30 年通信利用動向調査の結果』令和元年
5 月 31 日　スライド 6 によれば、企業においてテレワーク
を導入している又は具体的な導入予定があるのは、26.3％

（導入しているが 19.1％、導入予定が 7.2％） とされてい
ます。

※ 5：�内閣府規制改革推進会議『ジョブ型正社員（勤務地限定
正社員、職務限定正社員等）の雇用ルールの明確化に関す
る意見』においては、「職務か勤務地、あるいは労働時間の
いずれか、または複数の要素が限定されている社員」と定
義されています。

※ 6：�労働契約法 10 条の「変更」には、不利益変更の可能性も
含むとされています（東京高判平成１８年６月２２日　労判
９２０号５頁）

※ 1：� 厚生労働省『働き方改革を推進するための関係法律の整
備に関する法律　概要』

※ 2：�厚生労働省『テレワークではじめる働き方改革』７頁　テ
レワークとは、ICT（情報通信技術）を活用し、時間や場
所を有効に活用できる柔軟な働き方であり、テレワークには、
①在宅勤務、②モバイルワーク、③サテライトオフィス勤務
という３つのスタイルがあるとされています。

※ 3：�働き方改革実現会議決定『働き方改革実行計画（概要）』
平成 29 年 3 月 28 日

にあたり、本件特許の特徴部分は原告や

被告の販売する製品の一部に関わるにす

ぎないという事情を、寄与度（特許発明

の利用が被告の製品に寄与した割合）と

いう概念を用いて、算定根拠となる原告

の限界利益に寄与度 10％を乗じました。

加えて、同項但書きに基づき、被告によ

る譲渡数量のうち 5 割を原告自ら「販

売できない事情」があるとして推定覆滅

を認め、最終的な損害額を約 1 億 0735

万円としました。

原審判決に対し双方が控訴し、知財高

裁では、原審判決による算定方法が妥当

であったか否かが争われました。

3 知財高裁による判断
（1）特許法 102 条 1項

特許法 102 条 1 項は、特許権侵害に

よる損害額推定の規定であり、侵害者が

侵害品を販売していた場合には、侵害者

による侵害品の譲渡数量に、もし侵害行

為がなければ特許権者が販売することが

できた物の単位数量あたりの利益を乗じ

た額を、特許権者の実施能力に応じた額

を超えない程度において、損害額と推定

すると定めます。ただし、例えば、価格

や販売態様が大きく異なる等の理由か

ら、仮に特許権者が販売していれば同数

倉本 武任
（くらもと　たけつぐ）
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決の 4 倍もの損害額を認めた理由につ

いても、算定方法の違いにのみ起因する

とは直ちにいいきれず、さらなる検討が

必要です。知財高裁としては、昨年の知

財高裁大合議判決 ※5 に続けて、賠償額

が低額に過ぎるとの批判もあった損害論

に関するルールの明確化を進めており、

特許法 102 条 1 項の改正と相まって、

賠償額の高額化へ作用する可能性もあり

ます。損害論に関しては、懲罰的賠償や

利益吐き出し型賠償の導入の是非につい

ての議論も続けられているところ、知財

高裁の示した新たなルールが訴訟の結果

にどの程度影響するかを見極めるために

は、引き続き今後の事例に注目する必要

があります。

事務局から

 前号の苗村のエッセイでもお話した通り、苗
村事務所では 2 月中に事務局もリモートワーク
に対応できるような環境が導入され、3 月は交
代制での出勤、緊急事態宣言発出後は原則とし
て全員在宅勤務となりました。

 自分へも周囲へもリスクを減らして安心して
仕事ができたことはとてもありがたく、週 1回ス
ーパーへ買い物に行く以外は人と接触しない生
活を送っていました。

 私自身は自宅でのリモートワークは初めてで、
やはり事務所でないとできない仕事もあるので
不便を感じることもありましたが、業務自体には
次第に慣れてきたように思います。

 私は当初はノートパソコンを使うにはあまり
高さの合っていない机で作業していたことや、事
務所にいる時のように裁判所へ行く等で動くこと
がなく一日中ずっとパソコンを見続けていること
で体に負担がかかっていたのですが、実家で眠
っていた角度や高さを調節できる卓上のパソコン
デスクを借りて使い始めたおかげで、長時間の
パソコン作業も快適にできるようになりました。

また、通勤時間がなくなったので朝の時間に余裕
はできましたが、普段と同じくらいの時間に起き
て生活リズムを変えないように気をつけていまし
た。まずは自宅で仕事をするという環境を作るこ
とは大切だと感じました。

 業務ではこの状況でしかできないことを、と
いうことで zoom を使って苗村が今まで担当し
た事件の冒険記（？）を皆で聞いたり、事務所と
しては動画配信などの新しい試みを始めたりもし
ています。私は動画編集作業が未経験で、ソフ
トの使い方を調べるところから始めたので大変な
こともありましたが、業務が通常より制限される
中でもさまざまなインプットがあったことはプラ
スとなったのではないかと思います。

 働き方改革としての取り組みと現状のウイル
ス対策としての取り組みは違いますが、会議やセ
ミナー、はたまた飲み会までもが軒並みオンライ
ンとなり、今の取り組みが今後の働き方や業務
の在り方にも影響を与えるのかもしれません。も
しこれが今ほど IT の発達していない時代だった
ら…などと思いつつ、まずは一日も早い収束を願
っています。

完全テレワーク中も
皆さん頑張ってくれて
ありがたいです（苗）

※1：�知財高裁令和元年6月7日判決（「炭酸パック化粧料」事件）
※2：�大阪地裁平成 30 年 11 月 29 日判決
※ 3：�令和元年特許法改正前の条文が適用されており、本稿で

も特にことわりのない限り同改正前の条文を指すものとし
ます

※ 4：�田村善之『特許権侵害に対する損害賠償額の算定 －裁判
例の動向と理論的な分析－』（パテント・2014 年）141 頁

※ 5：前掲注１・知財高裁
令和元年６月７日判決

はないことから、当該事情を、限界利益

の事実上の推定を一部覆滅させるもので

あるとして、限界利益から約 6 割を控

除しました。この判示は、限界利益がそ

のまま「単位数量あたりの利益の額」と

まず推定されることを前提に、製品の一

部にのみ実施されるという事情により限

界利益のうち一部の推定を覆して最終的

な利益の額を決定するものであり、3 つ

の学説のうち本文説を採用したものと理

解できます。知財高裁は、寄与度という

概念を用いた原審の算定方法を「根拠が

ない」と否定し、寄与度による利益のさ

らなる減額を認めませんでした。

他方で、知財高裁は、両製品の価格の

違い等から、控訴人自ら同数量の「販売

ができない事情」があるとし、原審と同

じく 5 割の推定覆滅を認めました。も

っとも、知財高裁は、原審が寄与率の検

討において減額要素として認めた一部の

事情（本件特許の特徴が需要者の目に触

れる部分でないこと、代替技術の存在）

を減額要素として認めませんでした。

以上の算定方法に基づき、結論として、

知財高裁は、原審判決の 4 倍以上とな

る 4 億 4006 万円の損害を認めました。

（3）本判決による実務への影響
従前の裁判例では、特許発明が製品の

一部にのみ実施される場合の損害算定に

ついて判断が統一されていませんでした。

このような状況下で、本判決が、本文説

によるべきことを判示したことは、今後

の実務に与える影響は大きいと考えます。

また、寄与度という概念を用いること

を否定した点も注目されます。「寄与度」

とは、特許法 102 条各項に基づく損害算

定にあたり、特許発明の貢献度に応じて

損害額を適切な範囲に限定するために、

一部の裁判例や学説により導入されたも

のです。しかし、何を評価基準とするか、

寄与度（または非寄与度）の立証責任の

所在等について見解が統一しておらず、

仮に特許権者が利益の額に加えて寄与度

をも立証しなければならないとすれば、

立証責任を容易にしようとした同条の趣

旨に反する等の問題点が指摘されていま

した ※4。本判決の算定方法は、特許発明

による貢献が限定的であることを、寄与

度ではなく、限界利益の事実上の推定の

覆滅事由と捉えることで、侵害者が反証

すべきであることを明確にした点におい

ても一定の意義があると思われます。

もっとも、本判決の算定方法によって

も、利益の推定覆滅のためにどのような

要素をどの程度重視するかは、いまだ明

らかにはされていません。本判決が原判
田中 敦

（たなか　あつし）


